
部局長会議議事要旨 

 
日 時 平成２２年３月１７日（水）１５時４５分～１７時２０分 
場 所 本部棟３０１会議室 
出 席 者 鷲田総長、 

西田、小泉、西尾、土井、門田、月岡、髙杉、辻 各理事、 
杉本(外)、江川(文)、中尾(法)、阿部(経)、東島(理)、平野(医)、米田(歯)、小林(薬）、
馬場(工)、戸部(基)、金崎(言)、松繁(国)、今瀬(情)、村上(生)、松川(高)、    
遠山(小児)、菊谷(微)、山口（産）、相本(蛋)、小野(社)、中田(接)、林(医病)、    
大嶋(歯病)、菊野(留)、江口(博)、工藤(大)、谷口(先端)、高橋(世界)、奥西(日日)、
岸本(核)、竹村(サ)、疇地(レ) 
の各部局長 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 金水(コ)、木下総長補佐 
欠 席 者 三浦(人)  
 
 
○ 前回議事要旨（案）の確認 
前回（2月 16 日）の議事要旨（案）について、特に意見等があれば 3月 19 日（金）までに企
画部企画推進課へ提出の上、確定することとした。（なお、同日までに意見の提出はなく、原案
のとおり確定した。） 

 
議 事 

 
 
１ 各室の室員予定者について 

平成 22 年 4 月からの各室の室員について、各部局から推薦のあった候補者を中心に選考
し、配付資料のとおり決定した旨の報告があった。 

 
２ 大阪大学職員像について 

大阪大学職員像について、2 月の部局長会議での意見を受けて配付資料のとおり修正を行
ったことの報告があった。 

 
３ 文部科学省との意見交換について 

3 月 9 日に開催された文部科学省国立大学法人支援課との意見交換会について報告があっ
た。 

 
４ 部局の平成２２年度計画等について 

大学の平成 22 年度計画の策定に伴う各部局の年度計画の見直し等について、配付資料に
基づき説明があった。 

 
５ 事務改革について 

事務改革に係る各プロジェクトのうち、４月以降に実施する事項の概要について、配付資
料に基づき説明があった。 



 
６ 情報セキュリティ対策について 

情報セキュリティポリシー、情報セキュリティ対策規程及び情報セキュリティ対策基準が
順次策定されたことに伴い、配付資料に基づき、各部局において必要となるセキュリティ対
策の概要の説明があった。 

 
７ 学務情報システム（KOAN）の英語化について 

学務情報システム（KOAN）について、グローバル３０プロジェクトの英語コースにも対応
する必要があることから、4 月 1 日から英語による対応が可能となるよう改修を行った旨の
報告があった。 

 
８ 大阪大学テクノアライアンス棟パンフレットについて 

テクノアライアンス棟の概要について、配付資料に基づき説明があり、平成 23 年 4 月よ
り供用開始予定であるので、関係方面へ周知の上利用願いたい旨の依頼があった。 

 
９ 研究公正委員会等に関する規程等の一部改正について 

研究公正委員会等に関する規程及びこれに関連した細則を一部改正することについて、配
付資料に基づき、改正内容等の説明があった。 

 
１０ 平成２３年度日本学術振興会特別研究員説明会の開催について 

日本学術振興会特別研究員説明会を開催することについて、配付資料に基づき説明があり、
大学院生の指導教員をはじめ、大学院進学を目指す学生にも参加願いたい旨の要請があった。 

 
１１ 平成２２年度産学官連携担当者等学外講習について 

平成 18 年度から実施している産学官連携担当者等学外講習制度について、配付資料に基
づき、平成 22 年度の実施に係る案内があった。 

 
１２ 平成２２年度産学官連携に係るイベントへの出展等支援について 

各部局等の産学官連携に係るイベントへの出展を支援する制度について、配付資料に基づ
き説明があった。 

 
１３ 平成２２年度予算当初配分について 

平成 22 年度予算配分基本方針に基づく各部局の平成 22 年度予算当初配分について、配付
資料に基づき説明があった。 

 
１４ 安全保障輸出管理体制について 

安全保障輸出管理規程の制定に伴い、各部局等において必要となる体制及び手続について、
配付資料に基づき説明があった。 

 
１５ 平成２２年度に加入する損害保険について 

平成22年度に本学が加入する損害保険の内容について、配付資料に基づき説明があった。 
 
１６ Annual Report of Osaka University 2009-2010 掲載論文の募集と応募状況について 

掲載論文を募集中の Annual Report of Osaka University2009-2010 の応募状況について、



配付資料に基づき報告があり、併せて、応募促進に係る協力依頼があった。 
 
１７ 平成２２年２月分超過勤務等実績について 

平成 22年 2 月分の超過勤務等の実績について、配付資料に基づき報告があった。 
 

 
（以上） 


